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はじめに
GDP（国内総生産）は、我が国では四半期速報と

しても公表されている支出側GDPの側面からその結

果が取り上げられることが多い。一方で、年末から年

明けにかけて公表している『国民経済計算年報』で

は、国連の定める国民経済計算体系（SNA : System 

of National Accounts）に基づき、我が国の経済活動

をフロー及びストックの観点から網羅的に記録してい

るが、そこでは支出側GDPに加えて生産側GDPも作

成・公表しているところである。

本稿では、生産側GDPが、実際にはどのように推

計されているのか、その一端を紹介する。

基準年の推計方法
SNA体系では、各産業がどのような商品をどれく

らい生産したか、各産業が生産活動の過程でどのよう

な商品をどのくらい使用したか、という情報をそれぞ

れマトリックスで表し、そこから産業ごとに付加価値

を導出、一国の生産側GDPを求めることとしている。

GDPも含めた我が国の国民経済計算体系（以下、

J-SNA体系）では、5年に1度作成される『産業連関

表（総務省等）』（以下IO表）を名目値のベンチマー

クとし、当該年を基準年としている。

基準年の生産側GDPは、IO表中の「取引基本表」

と「産業別商品産出表」から推計されている。両者と

も当年の一国の経済構造をマトリックスで示している

ものだが、前者は、「（列）商品」を生産するために、

どういった「（行）商品」を投入したかを表し（X表

ともいう）、後者は、「（行）産業」がどういった「（列）

商品」を生産したかを表す（付帯V表という）。

J-SNA体系における基準年の産業別産出額は、この

付帯V表がベースとなるが、付加価値を求めるために

は、前述したように、各産業がどのような商品を使用

したかという中間投入の情報も必要となる。その情報

をマトリックスで表したものが「産業別商品投入表」

であり、U表（（行）商品×（列）産業）と呼ぶ。こ

のU表は、Ⅹ表の各商品の投入構造を、産業ごとにⅤ

表の商品産出構成比で統合していくことで推計される

（このとき、「各商品は、どの産業が生産しようとも同

一の投入構造を有する」という一定の数学的仮定を置

いている。これを「商品技術仮定」という）。

このようにして、V表から各産業の産出額が、V表

の各産業の産出額とX表の情報を用いて作られるU表

から各産業の中間投入額及び付加価値を得ることがで

きる。

〈基準年U表の推計方法（概略図）〉
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（※1）‌�両マトリックスを、各商品の投入係数（X表の列構成比）と各
産業の商品産出割合（V表の行構成比）とした上で行列計算を
行う。

（※2）‌�“投入係数”という形でマトリックスが推計されるため、付帯
V表の産業産出額を乗じることで、産業別商品別中間投入額を
得る。

中間年の推計方法
基準年と次の基準年までの間を“中間年”と呼ぶが、

この中間年においては、Ⅹ表などの詳細な情報が得ら

れないため、基準年推計値をベンチとした延長推計に

より、中間年のU表、V表を作成している。

—中間年V表の推計
中間年のⅤ表では、まず各商品の産出額を『工業統

計』（経済産業省）から得られる出荷額などから推計

23　　ESR No.22  2018年 秋号 ESR No.22  2018年 秋号　　24

ESR 22⑧四校.indd   23 2018/09/14   10:13:56



し、基準年における産出構成を用いて当年のⅤ表に展

開する。各産業が最も多く産出している商品をその産

業の“主産物”、当該産業を“主業”といい、また、主

産物以外に産出している商品をその産業の“副次生産

物”という。中間年Ⅴ表では、基準年Ⅴ表におけるそ

の主産物および副次生産物の構成を基礎とする。

具体的には、まず基準年の主産物比率（商品産出額

のうち、主業が作っている分、すなわち主産物となる

比率）から、当年の各商品産出額に対する各産業の主

産物を求める。次に、その主産物を、同じく基準年で

得られる、各産業の主産物に対する副次生産物の比率

に乗じて副次生産物を推計することで、中間年のⅤ表

を作成する（但し、製造業は、『工業統計』から、事

業所別／商品別の出荷額を毎年得ることができるた

め、Ⅴ表中の製造業部分のマトリックスを、『工業統

計』由来の情報に上書きしている）。

〈基準年で設定する主産物／副次生産物比率〉

①：主産物比率は、「（列）商品」産出合計に対する主産物となる比率
（Bb/bct）

②：副次生産物比率は、「（行）産業」における主産物に対する副次生
産物の比率（Ba/Bb, Bc/Bb…）

商 品
a b c d

A 当該産業の主産物
産
業 B Ba Bb Bc Bd 当該産業にとっての副次生産物

C
D

←各商品の産出額合計（control total）

①

②

act bct cct dct

—中間年U表の推計
中間年のU表推計では、年次で得られる基礎統計や

業界決算資料を用いて各産業の中間投入比率を求めて

いる。U表の「（行）商品」は約370種類に及ぶが、

その投入商品について、まず、基準年推計の時点で、

産業ごとに中間年推計で使用する基礎統計から把握で

きる費目（これを“中間投入項目”という）との対応

付けを行っている。

中間年では、基礎統計から推計される中間投入項目

単位の中間投入比率の伸びを用いて、基準年のU表か

ら得られる中間投入比率を延長推計していくことで当

年の中間投入比率としている。

このようにして推計された中間投入比率と、V表の

産出額から、各産業の中間投入額及び付加価値が推計

され、U表が求められる。

なお、このようにして推計される中間投入額は、中

間投入項目単位となっているため、さらにU表の商品

群に細分化している。具体的には、前年U表における

各商品の投入額を、各商品のデフレータで当年価格

ベースに修正し（これをインフレート処理という）、

そこから得られる当該中間投入項目内の構成比で中間

投入額をU表ベースに細分する。

〈A産業における中間投入項目の設定〉

材料費

光熱水費

通信費

その他経費

売上高

A産業の中間年推計に用いる
基礎統計

基準年Ｕ表
A

商
品

1．材料費

2．光熱水費

3．通信費

4．その他の経費

基準年で中間投入
項目を設定↓

〈A産業における中間投入項目のインフレート処理〉

前年Ｕ表
（①）

当年DFL
（②）

インフレート処理
（①×②/100） 構成比

商
品

70 150 105 0.35 当該項目の
中間投入額を
分割

80 120 96 0.32
100 100 100 0.33

※�当年DFL（②）は、前年（100）に対する当年の価格水準を表す。

結び
生産側GDP推計の概略は以上であるが、その詳細

については、『国民経済計算推計手法解説書』が公表

されており、また『季刊国民経済計算』では、ここで

取り上げきれないトピックや各種検討課題など、SNA

に関する最新の研究成果についても充実しているとこ

ろである。

本稿ではその導入として、普段目に留めることのな

い、“生産側GDPの作られ方”を広く知ってもらうこ

とをその目的としており、付加価値法推計、および

SNA全体に対する理解が進んでいく一助になれば幸

いである。
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